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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第65期 

第３四半期 
連結累計期間 

第66期 
第３四半期 
連結累計期間 

第65期 

会計期間 
自 平成26年３月１日 
至 平成26年11月30日 

自 平成27年３月１日 
至 平成27年11月30日 

自 平成26年３月１日 
至 平成27年２月28日 

売上高 (千円) 35,910,760 36,299,850 50,726,266 

経常利益 (千円) 3,810,109 3,812,771 6,216,656 

四半期（当期）純利益 (千円) 2,288,403 2,271,647 3,642,528 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 2,712,051 2,578,627 4,541,268 

純資産額 (千円) 44,015,952 44,867,383 45,830,648 

総資産額 (千円) 59,666,311 61,739,078 60,990,338 

１株当たり四半期（当期） 

純利益金額 
(円) 84.39 86.28 134.99 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
(円) 84.24 86.11 134.78 

自己資本比率 (％) 73.7 72.6 75.1 

 

回次
第65期

第３四半期
連結会計期間

第66期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年９月１日
至 平成26年11月30日

自 平成27年９月１日
至 平成27年11月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 27.95 34.42 

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ １株当たり情報の算定上の基礎となる１株当たり四半期（当期）純利益の算定に用いられた期中平均株式数

は、４℃ホールディングスグループ従業員持株会専用信託口（以下「従持信託」といいます。）が所有する

当社株式を控除しております。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれ

ている事業の内容に重要な変更はありません。 

 なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 

経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）セグメント情報」に記載の

とおりであります。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関

する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の

有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、一部の企業における収益の向上や雇用環境

の改善等により回復の兆しが見られましたが、実質賃金の低下や長引く個人消費の低迷、中国経

済をはじめとした海外景気の下振れリスク等もあり、先行きは一層不透明な状況で推移いたしま

した。 

流通業界におきましては、都市部ではインバウンド需要が見られたものの、節約志向は依然と

して継続しており、不安定な状況で推移いたしました。 

このような状況のなか、当社グループは、第４次中期経営計画初年度となる2015年度におい

て、「100年企業」、「100年ブランド」の実現に向けて「人材の育成」、「商品力の強化」、

「マーケット動向の把握」に取り組んでおります。そして、信頼性の高い企業グループの構築に

向けＣＳＲ経営を実践し、内部統制機能の強化、株主への利益還元、利益成長に繋がる中長期的

投資等を実行することによって企業価値の向上に取り組んでおります。 

その結果、当第３四半期連結累計期間の連結業績は、売上高362億99百万円（前年同期比1.1％

増）、営業利益33億76百万円（前年同期比2.2％増）、経常利益38億12百万円（前年同期比0.1％

増）、四半期純利益22億71百万円（前年同期比0.7％減）となりました。 

 なお、第３四半期累計期間としては、売上高は４期連続で増収となり、営業利益、経常利益は

５期連続で過去最高を更新いたしました。 

 

セグメント別の業績は、次のとおりであります。 

 なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分変更を行っており、以下の前年同

期比較については、前年同期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しており

ます。 

 

（ジュエリー事業） 

ジュエリー事業を展開するエフ・ディ・シィ・プロダクツグループにおきましては、主力の

「４℃」（ヨンドシー）ジュエリーが、既存店の改装にあわせたアイテム拡大やゾーン拡張、複

合店の展開を進めたこと等により好調に推移いたしました。さらに、販促活動を強化した「４℃

BRIDAL」（ヨンドシーブライダル）、積極的な出店拡大を続ける「canal４℃」（カナルヨンドシ

ー）、パースを中心とした革小物を取り扱う「Luria４℃」（ルリアヨンドシー）も計画以上に推

移いたしました。 

その結果、売上高は205億５百万円（前年同期比7.5％増）、営業利益は33億25百万円（前年同

期比10.7％増）となり、売上高は４期連続、営業利益では６期連続で過去最高を更新いたしまし

た。 
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（アパレル事業） 

アパレル事業におきましては、アスティグループでは、中国からバングラデシュへの生産シフ

トは計画通りに進みましたが、マーケットの不振等もあり苦戦いたしました。㈱三鈴では、単品

商品力と販促活動の強化により既存店の活性化に取り組みましたが、天候不順等もあり苦戦いた

しました。㈱アージュでは、主力のデイリーファッション事業「パレット」における既存店の好

調な推移や新規出店により増収増益となりました。 

その結果、売上高は157億94百万円（前年同期比6.2％減）、営業利益は１億20百万円（前年同

期比72.6％減）となりました。 

 

(2）財政状態の分析 

当第３四半期連結会計期間末における財政状態につきましては、資産は主に、商品及び製品

が19億58百万円、受取手形及び売掛金が８億23百万円増加したものの、有価証券が20億円減少

したこと等により、前連結会計年度末と比較して７億48百万円減少し、617億39百万円となりま

した。負債は主に、支払手形及び買掛金が12億66百万円、短期借入金が11億51百万円増加した

ものの、未払法人税等が10億23百万円減少したこと等により、前連結会計年度末と比較して17

億12百万円増加し、168億71百万円となりました。純資産は前連結会計年度末と比較して９億63

百万円減少し、448億67百万円となりました。 

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。 

 

株式会社の支配に関する基本方針 

① 基本方針の内容の概要 

 当社は、当社株主の在り方に関し、当社株主は市場における自由な取引を通じて決定され

るべきものと考えています。したがって、株式会社の支配権の移転を伴うような買付けの提

案に応じるか否かの判断も、最終的には当社株主の皆様の意思に基づき行われるべきものと

考えております。 

 しかしながら、当社株式の大規模買付行為の中には、ⅰ．買収の目的や買収後の経営方針

等に鑑み、企業価値又は当社株主の皆様共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれの

あるもの、ⅱ．当社株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、ⅲ．当社

に、当該大規模買付行為に対する代替案を提示するために合理的に必要となる期間を与える

ことなく行われるもの、ⅳ．当社株主の皆様に対して、買付内容を判断するために合理的に

必要とされる情報を十分に提供することなく行われるもの、ⅴ．買付けの条件等（対価の価

額・種類、買付の時期、買付の方法の適法性、買付の実行の実現可能性等）が当社の本源的

価値に鑑み不十分又は不適当なもの、ⅵ．当社の持続的な企業価値増大のために必要不可欠

な従業員、顧客を含む取引先、工場・生産設備が所在する地域社会等の利害関係者との関係

を破壊し、当社の企業価値又は当社株主の皆様共同の利益に反する重大な影響を及ぼすもの

も想定されます。当社といたしましては、当社の企業価値及び当社株主の皆様共同の利益を

最大化すべきとの観点に照らし、このような大規模買付行為を行う者は、例外的に、当社の

財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当でないと考えております。 

 そこで、当社の総議決権の20％以上の議決権を有する株式（以下「支配株式」といいま

す）の取得を目指す者及びそのグループ（以下「買収者等」といいます）による支配株式の

取得により、このような当社の企業価値又は当社株主の皆様共同の利益が毀損されるおそれ

が存する場合には、かかる買収者等は当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として

不適切であるものとして、法令及び当社定款によって許容される限度において、当社の企業

価値及び当社株主の皆様共同の利益の確保・向上のための相当な措置を講じることをその基

本方針といたします。 
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② 基本方針の実現のための具体的な取り組みの概要 

ア）当社及び当社グループは、市場をリードし続けることで企業価値の増大を加速すべく、

平成18年に持株会社体制へ移行いたしました。「４℃」ブランドを核としたジュエリーＳ

ＰＡ機能を有する㈱エフ・ディ・シィ・プロダクツ、アパレルメーカー機能を有する㈱ア

スティ、アパレルＳＰＡ事業を展開する㈱三鈴、西日本を中心にデイリーファッション事

業を展開する㈱アージュの４事業会社を軸に事業戦略を推進しております。 

 当社及び当社グループは４つの経営理念を掲げ事業展開しております。 

ⅰ 私達は、お客様に信頼される企業を目指します。 

ⅱ 私達は、社員に夢を与える企業を目指します。 

ⅲ 私達は、社会に貢献できる企業を目指します。 

ⅳ 私達は、株主に期待される企業を目指します。 

 そして、４℃ブランドを中心としたグローバルファッション創造企業として、お客様の一

歩先のニーズに応える、お客様の生活文化を向上させる企業であり続けるため、人間尊重の

基本理念のもと、挑戦し続ける企業文化を大切にしております。『すべては、お客様の“笑

顔”や“ときめき”のために』のスローガンのもと、お客様により近い企業へと進化し続け

ることで、企業価値の向上と企業の永続性の実現に向けて取り組んでおります。 

 当社グループは、安定した事業基盤、健全な財務体質、そして高い管理能力を誇っていま

す。 

 事業面では、㈱エフ・ディ・シィ・プロダクツが展開する「４℃」ジュエリーの高いブラ

ンド力が強みです。また、工場生産から店頭小売までの機能を有するＳＰＡ事業は、顧客満

足を実現できる優れた事業モデルとなっております。その他にもアパレルメーカー、小売等

の複数の事業モデルが存在し、幅広い市場に対応することができます。さらに、持株会社と

いう組織形態は、経営資源の「選択と集中」の進展に有効に機能しています。 

 財務面では、収益性の高いジュエリー事業を中心に、継続的な利益成長が見込めるように

なりました。また、持株会社化以降は自己資本比率が向上し、財務の健全性が保たれていま

す。 

 組織面では、持株会社である㈱４℃ホールディングスの取締役が基本的に各事業会社の責

任者を務めていることが、視野の広い意思決定を可能にしています。また、経営者間のコミ

ュニケーション密度を高めてグループ全体で、情報や課題を共有することで、グループ経営

マネジメント力の強さと安定感を堅持しています。 

 そして当社及び当社グループは、2015年度より第４次中期経営計画をスタートさせ、

「１００年企業」、「１００年ブランド」の実現に向けて「人材の育成」、「商品力の強

化」、「マーケット動向の把握」に努め、取り組むべきコア事業の内容を「事業ビジョ

ン」、それを実現させるための仕組みを「組織ビジョン」、数値目標は「数値ビジョン」と

して掲げ、第３次中期経営計画で構築された成長軌道を継続させるとともに、次の成長戦略

を担う事業の開発・育成を推進していきます。 

 中核事業であるジュエリー事業においては、取扱商品群はもとよりデザイン、品質、接客

力、店舗空間、広告宣伝等、ブランドを構成する全ての要素の統一感を保つことによって、

ブランドの毀損を起こさないように努めており、お客様の信頼を裏切らない経営と、取引先

との厚い信頼関係を企業価値の源泉の中核としております。また、アパレル事業において

は、海外生産背景を基盤に品質・コスト競争力を伴った企画提案力の強化に努めるととも

に、ストアブランドの確立に向けて、マーケットの動向を把握しながら精度の高いマーチャ

ンダイジング能力、バイイング能力、店舗開発及び店舗運営能力の向上に取り組んでおりま

す。 
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イ）当社は、基本方針に照らして不適切な者（具体的には、当社取締役会が所定の手続にし

たがって定める一定の大規模買付者並びにその共同保有者及び特別関係者並びにこれらの

者が実質的に支配し、これらの者と共同ないし協調して行動する者として当社取締役会が

認めた者等をいい、以下「例外事由該当者」と総称します）によって経営方針の決定が支

配されることに対し相当な措置を講じるため、平成25年５月23日開催の当社第63回定時株

主総会の承認に基づき、当社株式の大規模買付行為に関する対応策（以下「本プラン」と

いいます）について、本プランを継続導入することの承認を得ております。 

 本プランでは、大規模買付行為（当社が発行者である株券等に関する当社の特定の株主の

株券保有割合が20％以上となる当該株券等の買付けその他の取得等がこれに該当します）を

行おうとし、又は現に行っている者（以下「大規模買付者」といいます）に対して事前に大

規模買付行為に関する必要な情報の提供及びこれに対する評価・検討のための期間の確保を

求めることによって、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様が適切に判断さ

れること、当社取締役会が、独立委員会の勧告を受けて当該大規模買付行為に対する賛否の

意見又は当該大規模買付者が提示する買収提案や事業計画等に代替する事業計画等（以下

「代替案」といいます）を株主の皆様に対して提示すること、あるいは、株主の皆様のため

に大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とし、もって例外事由該当者によって当社の財務

及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取り組みの一つとしています。ま

た、本プランにおいては、独立委員会による勧告を経た上で、例外事由該当者に対する対抗

措置として新株予約権の無償割当て等を行うことがあることが定められております。 

 

③ 具体的取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

 本プランは、株主総会において株主の承認を得た上で導入されたものであること、その内

容として合理的な客観的発動要件が設定されていること、独立性の高い者のみから構成され

る独立委員会が設置されており、本プランの発動に際しては必ず独立委員会の判断を経るこ

とが必要とされていること、独立委員会は当社の費用で第三者専門家の助言を得ることがで

きるとされていること、有効期間が３年と定められた上、取締役会によりいつでも廃止でき

るとされていること等により、その公正性・客観性が担保されており、高度の合理性を有

し、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の役員の地位の維持を目

的とするものではありません。 

 

(4）研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株)
（平成27年11月30日）

提出日現在 
発行数(株)

（平成28年１月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,331,356 29,331,356
東京証券取引所

（市場第一部）

 単元株式数100株 

 であります。

計 29,331,356 29,331,356 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数
（株）

発行済株式 
総数残高 
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金 
増減額 
（千円）

資本準備金 
残高 

（千円）

平成27年11月30日 － 29,331,356 － 2,486,520 － 14,838,777

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認

できないため、記載することができないことから、直前の基準日（平成27年８月31日）に基

づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成27年８月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式  2,584,500
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 26,697,300 266,973 －

単元未満株式 普通株式   49,556 － －

発行済株式総数 29,331,356 － －

総株主の議決権 － 266,973 －

（注）１ 「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式が500株(議決権５個)、ならびに信託型

従業員持株インセンティブ・プラン制度の信託財産として、野村信託銀行㈱（従持信託）が所有している当

社株式194,100株(議決権1,941個)が含まれております。

２ 「単元未満株式」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が58株及び当社保有の自己株式57株が含ま

れております。

 

②【自己株式等】

平成27年８月31日現在
 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 

所有株式数 
（株）

他人名義 
所有株式数 
（株）

所有株式数 
の合計
（株）

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合（％）

（自己保有株式）          

㈱ヨンドシー

ホールディングス

東京都品川区上大崎 

二丁目19番10号
2,584,500 － 2,584,500 8.81

計 － 2,584,500 － 2,584,500 8.81

（注） 上記のほか、信託型従業員持株インセンティブ・プラン制度の信託財産として、野村信託銀行㈱（従持信託）

が所有している当社株式194,100株を、四半期連結財務諸表において自己株式として表示しております。

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年

９月１日から平成27年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年３月１日から平成27

年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レ

ビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】
    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成27年２月28日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年11月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,952,933 1,273,564 

受取手形及び売掛金 3,451,619 4,274,730 

有価証券 2,000,000 － 

商品及び製品 7,383,018 9,341,882 

仕掛品 871,733 724,128 

原材料及び貯蔵品 723,203 804,981 

その他 928,872 895,817 

貸倒引当金 △7,625 △10,246 

流動資産合計 17,303,755 17,304,858 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 5,546,145 6,042,386 

土地 5,528,465 5,528,465 

その他（純額） 1,428,388 1,124,180 

有形固定資産合計 12,502,999 12,695,032 

無形固定資産    

のれん 5,709,806 5,337,427 

その他 565,366 424,021 

無形固定資産合計 6,275,172 5,761,448 

投資その他の資産    

投資有価証券 20,025,792 20,774,357 

退職給付に係る資産 614,916 657,747 

その他 4,384,391 4,656,904 

貸倒引当金 △116,688 △111,269 

投資その他の資産合計 24,908,410 25,977,738 

固定資産合計 43,686,583 44,434,219 

資産合計 60,990,338 61,739,078 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成27年２月28日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年11月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 4,170,142 5,436,370 

短期借入金 48,310 1,200,000 

未払法人税等 1,399,367 375,579 

賞与引当金 355,684 480,785 

役員賞与引当金 41,946 48,755 

その他 4,371,894 4,002,669 

流動負債合計 10,387,344 11,544,159 

固定負債    

長期借入金 － 536,920 

役員退職慰労引当金 385,296 416,724 

退職給付に係る負債 614,881 597,456 

資産除去債務 1,002,570 1,031,747 

その他 2,769,597 2,744,686 

固定負債合計 4,772,345 5,327,534 

負債合計 15,159,689 16,871,694 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,486,520 2,486,520 

資本剰余金 18,226,705 18,142,412 

利益剰余金 27,049,761 28,369,724 

自己株式 △3,284,842 △5,804,404 

株主資本合計 44,478,145 43,194,253 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,481,751 1,704,834 

繰延ヘッジ損益 13,339 7,532 

土地再評価差額金 △233,476 △158,063 

為替換算調整勘定 85,054 85,365 

退職給付に係る調整累計額 △37,476 △23,497 

その他の包括利益累計額合計 1,309,192 1,616,171 

新株予約権 43,311 56,957 

純資産合計 45,830,648 44,867,383 

負債純資産合計 60,990,338 61,739,078 
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
    (単位：千円) 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年３月１日 

 至 平成26年11月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年３月１日 
 至 平成27年11月30日) 

売上高 35,910,760 36,299,850 

売上原価 15,672,387 15,475,626 

売上総利益 20,238,372 20,824,224 

販売費及び一般管理費 16,934,108 17,448,212 

営業利益 3,304,264 3,376,011 

営業外収益    

受取利息 9,956 12,055 

受取配当金 47,511 55,576 

持分法による投資利益 329,918 258,875 

投資不動産賃貸料 76,455 70,365 

為替差益 17,751 12,441 

その他 69,957 68,183 

営業外収益合計 551,549 477,498 

営業外費用    

支払利息 674 157 

投資不動産減価償却費 4,476 4,426 

投資不動産管理費用 1,534 1,534 

自己株式取得費用 35,364 25,194 

その他 3,654 9,424 

営業外費用合計 45,705 40,738 

経常利益 3,810,109 3,812,771 

特別利益    

固定資産売却益 47,797 － 

関係会社株式清算益 104,118 － 

その他 750 － 

特別利益合計 152,665 － 

特別損失    

減損損失 103,642 151,465 

店舗閉鎖損失 20,147 6,359 

建物解体費用 － 24,372 

その他 8,880 － 

特別損失合計 132,671 182,197 

税金等調整前四半期純利益 3,830,104 3,630,574 

法人税、住民税及び事業税 1,273,308 1,289,597 

法人税等調整額 268,391 69,329 

法人税等合計 1,541,700 1,358,926 

少数株主損益調整前四半期純利益 2,288,403 2,271,647 

四半期純利益 2,288,403 2,271,647 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年３月１日 

 至 平成26年11月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年３月１日 
 至 平成27年11月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 2,288,403 2,271,647 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 230,748 176,074 

繰延ヘッジ損益 54,566 △6,082 

土地再評価差額金 － 75,412 

為替換算調整勘定 9,918 311 

退職給付に係る調整額 － 13,979 

持分法適用会社に対する持分相当額 128,414 47,283 

その他の包括利益合計 423,647 306,979 

四半期包括利益 2,712,051 2,578,627 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 2,712,051 2,578,627 

少数株主に係る四半期包括利益 － － 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付

会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第25号 平成24年５月17日公表分。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基

準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて第１四半期連結会計

期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属

方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる

債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から退職給付の支払

見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更

しております。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに

従って、当第３四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の

変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る資産が8,991千円増加、退職給

付に係る負債が28,409千円減少、また利益剰余金が24,928千円増加しております。なお、この

変更による当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。 

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用） 

「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第30号 平成25年12月25日公表分）を第１四半期連結会計期間より適用しております。な

お、当実務対応報告適用初年度の期首より前に締結された信託契約に係る会計処理につきまし

ては従来採用していた方法を継続するため、当実務対応報告の適用による四半期連結財務諸表

への影響はありません。 
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（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引） 

 当社は、従業員に対する中長期的な企業価値向上へのインセンティブの付与を目的として

「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」を導入し、従業員持株会に信託を通じて自社の

株式を交付する取引を行っております。 

(1)平成22年５月導入の信託型従業員持株インセンティブ・プラン 

① 取引の概要 

 当社は、「４℃ホールディングスグループ従業員持株会」（以下「持株会」といいま

す。）に加入する従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者とする信託を設定し、従持

信託は今後５年間にわたり持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を取得し、その後毎

月一定日に持株会へ売却を行うものであります。信託終了時に、株価の上昇により信託収益

がある場合には、受益者適格要件を満たす従業員に対して拠出割合に応じた金銭が分配され

ます。株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る債務が残る場合には、金銭消費貸借

契約の保証事項に基づき、当社が銀行に対して一括して弁済するため、従業員への追加負担

はありません。 

② 当該取引の会計処理 

「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第30号 平成25年12月25日公表分）を適用しておりますが、従来採用していた方法に

より会計処理を行っており、従持信託が所有する当社株式を含む資産及び負債並びに費用

及び収益については当社の四半期連結財務諸表に含めて表示しております。 

③ 従持信託が保有する自社の株式に関する事項 

 
前連結会計年度 

（平成27年２月28日） 

当第３四半期連結累計期間 

（平成27年11月30日） 

帳簿価額 99,350千円 －千円 

期末株式数 104,800株 －株 

期中平均株式数 130,101株 26,891株 

（注）当該自己株式は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めております。 

株主資本において自己株式として計上しております。 

- 14 -



(2)平成27年７月導入の信託型従業員持株インセンティブ・プラン 

 当社は、従業員に対する中長期的な企業価値向上へのインセンティブの付与を目的として

「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」を導入し、従業員持株会に信託を通じて自社の

株式を交付する取引を行っております。 

当該取引の会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関

する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年３月26日）を適用し、当社から信託へ

自己株式を処分した時点で処分差額を認識し、従持信託から持株会に売却された株式に係る売

却損益、従持信託が保有する株式に対する当社からの配当金及び従持信託に関する諸費用の純

額を負債に計上しております。 

①取引の概要 

 当社は、持株会に加入する従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者とする信託を

設定し、従持信託は今後５年間にわたり持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を取

得し、その後毎月一定日に持株会へ売却を行うものであります。信託終了時に、株価の上

昇により信託収益がある場合には、受益者たる従業員の拠出割合に応じて金銭が分配され

ます。株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る債務が残る場合には、金銭消費貸

借契約の保証事項に基づき、当社が銀行に対して一括して弁済するため、従業員への追加

負担はありません。 

②信託が保有する自社の株式に関する事項 

 従持信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）に

より純資産の部に自己株式として計上しております。当第３四半期連結会計期間末におけ

る当該自己株式の帳簿価額は513,096千円、株式数は185,900株であります。 

③総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額 

 当第３四半期連結会計期間末536,920千円 

 

（表示方法の変更）

 前第３四半期連結累計期間において、「売上高」と「その他の営業収入」を区分して表示

していましたが、「その他の営業収入」の連結業績に対する重要性が低下したことにより、

第１四半期連結会計期間より、「売上高」に含めて表示する方法に変更しております。 

 この表示方法の変更を反映させるため前第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の

組替えを行っております。この結果、前第３四半期連結累計期間の連結損益計算書におい

て、「その他の営業収入」に表示しておりました642,757千円は「売上高」として組替えてお

ります。 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりませ

ん。なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却

費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであります。 

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年３月１日
至 平成26年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年３月１日
至 平成27年11月30日）

減価償却費 831,854千円 886,653千円

のれんの償却額 372,378 372,378
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（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自 平成26年３月１日 至 平成26年11月30日） 

１ 配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月22日

定時株主総会
普通株式 499,282 17.50 平成26年２月28日 平成26年５月23日 利益剰余金

（注）１ 配当金17.5円のうち、５円は特別配当によるものであります。

２ 従持信託が所有する当社株式については配当金の支払対象株式でありますが、連結財務諸表において自己株

式として表示していることから、平成26年５月22日定時株主総会決議の配当金の総額には、従持信託に対す

る配当金2,735千円を含めずに表示しております。

 

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年10月６日

取締役会
普通株式 457,886 16.00 平成26年８月31日 平成26年11月７日 利益剰余金

（注） 従持信託が所有する当社株式については配当金の支払対象株式でありますが、四半期連結財務諸表において自

己株式として表示していることから、平成26年10月６日取締役会決議の配当金の総額には、従持信託に対する

配当金2,088千円を含めずに表示しております。

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半

期連結会計期間の末日後となるもの 

 該当事項はありません。 

 

当第３四半期連結累計期間（自 平成27年３月１日 至 平成27年11月30日） 

１ 配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月21日

定時株主総会
普通株式 441,676 16.00 平成27年２月28日 平成27年５月22日 利益剰余金

（注） 従持信託が所有する当社株式については配当金の支払対象株式でありますが、連結財務諸表において自己株式

として表示していることから、平成27年５月21日定時株主総会決議の配当金の総額には、従持信託に対する

配当金1,676千円を含めずに表示しております。

 

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年10月５日

取締役会
普通株式 534,935 20.00 平成27年８月31日 平成27年11月13日 利益剰余金

（注） 配当金の総額には、従持信託が保有する当社株式に対する配当金3,882千円が含まれております。

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半

期連結会計期間の末日後となるもの 

 該当事項はありません。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成26年３月１日 至 平成26年11月30日） 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

        （単位：千円） 

  報告セグメント 

調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２ 

  ジュエリー事業 アパレル事業 計 

売上高          

外部顧客への売上高 19,080,406 16,830,353 35,910,760 - 35,910,760 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

34,217 606,138 640,356 △640,356 - 

計 19,114,624 17,436,492 36,551,116 △640,356 35,910,760 

セグメント利益 3,005,069 439,577 3,444,646 △140,382 3,304,264 

（注）１ セグメント利益の調整額△140,382千円は、主に各報告セグメントに配賦されない全社費用であります。全

社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 重要な減損損失はございません。 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成27年３月１日 至 平成27年11月30日） 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

        （単位：千円） 

  報告セグメント 

調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２ 

  ジュエリー事業 アパレル事業 計 

売上高          

外部顧客への売上高 20,505,360 15,794,490 36,299,850 － 36,299,850 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

35,710 661,073 696,784 △696,784 － 

計 20,541,070 16,455,563 36,996,634 △696,784 36,299,850 

セグメント利益 3,325,272 120,274 3,445,546 △69,534 3,376,011 

（注）１ セグメント利益の調整額△69,534千円は、主に各報告セグメントに配賦されない全社費用であります。全社

費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 重要な減損損失はございません。 
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３ 報告セグメントの変更等に関する事項 

 当社グループでは、従来、報告セグメントを、事業会社を基礎に「エフ・ディ・シィ・

プロダクツグループ」、「アスティグループ」、「三鈴」及び「アージュ」の４区分とし

ておりました。近年、「４℃」ジュエリーを中心とするブランドＳＰＡ事業の当社グルー

プに占める割合が増してきたことを背景に、よりお客様に近い企業へ進化するとの考え方

のもと、事業経営戦略方針の変更を行い、第１四半期連結会計期間より主たる取扱商品を

基礎に「ジュエリー事業」、「アパレル事業」の２区分に変更しております。 

 これに伴い、従来の「エフ・ディ・シィ・プロダクツグループ」を「ジュエリー事業」

とし、「アスティグループ」、「三鈴」及び「アージュ」を集約のうえ「アパレル事業」

に変更しております。 

 なお、当第３四半期連結累計期間の比較情報として開示した前第３四半期連結累計期間

のセグメント情報については、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開

示しております。 

 

（１株当たり情報）

１ １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年３月１日
至 平成26年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年３月１日
至 平成27年11月30日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 84.39円 86.28円

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 2,288,403 2,271,647

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 2,288,403 2,271,647

普通株式の期中平均株式数（株） 27,116,636 26,328,828

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 84.24円 86.11円

（算定上の基礎）    

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 49,999 52,107

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

平成26年７月24日発行の

新株予約権

第６回新株予約権 

普通株式 36,700株 

第７回新株予約権 

普通株式 24,800株 

平成27年７月６日発行の

新株予約権

第８回新株予約権 

普通株式 102,000株 

 

 

 

２ 従持信託が保有する当社株式を１株当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の

計算において控除する自己株式に含めております（前第３四半期連結累計期間136,542株、当

第３四半期連結累計期間127,109株）。 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 
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２【その他】

 第66期（平成27年３月１日から平成28年２月29日まで）中間配当については、平成27年10月５日

開催の取締役会において、平成27年８月31日の最終株主名簿に記載または記録された株主に対し、

次のとおり中間配当を行うことを決議しました。 

① 配当金の総額 534,935千円 

② １株当たりの金額 20.00円 

③ 支払請求権の効力発効日及び支払開始日 平成27年11月13日 

（注） 配当金の総額には、従持信託が保有する当社株式に対する配当金3,882千円が含まれております。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成28年１月12日
 
株式会社ヨンドシーホールディングス 
 

 取 締 役 会  御 中  

 

  有限責任監査法人 ト ー マ ツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 白  井     正  ㊞ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 上  田  雅  也  ㊞ 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヨンド

シーホールディングスの平成27年３月１日から平成28年２月29日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27

年９月１日から平成27年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年３月１日から平成27年11月30日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注

記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヨンドシーホールディングス及び連結子会社の平成27年11月

30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成28年１月14日 

【会社名】 株式会社ヨンドシーホールディングス 

【英訳名】 YONDOSHI HOLDINGS INC. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  鈴 木 秀 典 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都品川区上大崎二丁目19番10号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長鈴木秀典は、当社の第66期第３四半期（自 平成27年９月１日 至 平成27

年11月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを

確認しました。 

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。 

 


